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市場不均衡と動学的調整メカニズム

大西 広

ヒッグス[lOJによって定式化された，アメリカ・ケインジアンの IS-LM

分析は， それが需給の一致を~íJ提としているという点で， 宇沢 [23J， トーピ

y [20J等によって批判されている。そして，その中で，ポス「・ケインジア

ンの側からも，パロ一一グロスマン [3J[4J [7]によって不均衡モデノレが

提出きれるに室った"。本稿では， パロ一等のそデノレの批判の上に，価権調整

型の不均衡モデノレを作成し， その下での諸政策の効果を調べる。

I 数量調整モデルと価格調整モデル

(1)ノ、ロー グロスマンの不均衡論の基本視角は，ある市場で概念上の需給

が 致しないとすると，経済主体の「再決定」を通じて実現す品取引量は需給

量のうち小さい方の量になるというものである。しかし，現実には，たとえば

超過需要に際しては供給者は在庫の減少で対応し，また，超過供給時には意図

せざる在庫の積み増しが行なわれる。それ故，花輪 [2Jの言うように，彼等

のモデノレでは「在庫調節による需給調整が適切に論じられているとは考えられ

ないJ"。さらに言えば，需要・供給の実現量が常に一致すると想定していると

いう点で，逆に「均衡体系」となっているヘ

(2)パロー グロスマンのそデノレは，需要・供給の実現畳が価格の関数であ

1) パロ←もグロスマンも今では合理的期待派の論者となっているが，文献 [3)[4)[7)のそ
テ令ルはポスト ケイソシアンの毛デルである。

2) 花輪 [2)p.9

3) ，(パロー グロスマシの)，数丑調整f デル』は， ，肱主的』な需給の観点からは『不均衡理
論』であるが，有効的』な需給η観点，pらは， やはり一種の『均街曜論』でめる。J(加藤寛

章，大佐栄治 [4J所収「訳者まえがきJp. ix.). 
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るよ打は，所得ないし数量制約の関数であるという点在重視レたものであるか

らー ヒックス (9)の言う固定価格モデル (1価格の変動がモデノレの関心外に

あるようなモデノレ」りであるc こうした「固定価格」の想定の妥当性を検討し

てみよう。

まず， レイョ γフーヴッドも『ヶインジアンの経済学とケインズの経済学』

(l4]第 2章第4節で詐述しているとおり，主主占的市場においても価格はある

程度の仲縮性を持っている。確かに，寡占価格を参入阻止価格としτ見れは，

価格の上限と下限の間のどの値にも寡占企業は価格設定が可能であるように見

える。 Lかし，もしそうなら，寡占企業は利潤極大の見地から常にその上限に

価格を設定し続けるはずであり下限」の意味が消失する。そうではなく，

各寡占企業は，自らが対しているところの右下りの個別需要曲線との関係で，

自bの利潤を極大化するような (1上限」と「下限」の聞における〕何格や設

定するのである。したがって，寡占企業は pnce~setter であったとしても，そ

の価格は需要曲線=市場に支配されているわけであり，市場状態が変化すれば

価格も変化せきるを得ないのである。

また，寡占企業の生産物が，庖頭の「指定価格 (quotedprice)Jとしては変

化しないことをもって，価格の硬直性を主張するものもあるが，それは 1現

実の価格 (actualprice) Jが「指定価格」から離れて変動することを見落とし

ているの。

(3)以上のように，厳密な「固定価格」の想定は妥当でない。そこで，この

想定を緩くし，レイョ γフーヴッドの言うように，価格もある程度の変動をす

るが，その速度は数量の変化の速度よりも小さいものと想定しなおそう。とこ

ろが，このような想定をしても 1固定価格そデル」の考えにそって数量が需

給不均衡に直接反応して変化すると想定するならば，短期のうちに需給一致が

実現されてしまう。つまり需給不均衡を表現できない。このことを，特に供給

4) 根辛口5)p. 54 

5) これは，K.)アロー [2J(p.49)の指摘である。たとえば，家電製品の再版制度を想起せ
よ。
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吃価格変化
数量調整モアル:需給不均衡く

ぜ供給〈数量〕変化

需給一致〈在庫純増=0)

となる。また，他方，企業の供給量は，右上りの供給曲線とfU潤極大原理から

すれば価格の変化なくして変伯Lないから，上記のような数量調盤モデノレは，

企業の利潤極大化行動と矛盾する。 乙れが， ケインジアンの有効需要モデル

(ここでは供給量は需要量のみによって決定される)が批判されるべき最大の

点である。

(4)それゆえ， われわれほ， レイョ γ フーヴッドの上記の想定について，

「需給不均衡に数量が直接反応するJ !-いう仮定をはずし. I何格変化を混じ

てはじめて数量が変化するJ という想定を行おう。このときz 特に供給量に注

目した調整メカニズムは，次のように変形される。すなわち，

修正された価格調主主'eデル・需給不均衡ー→価格変化一→供給〔数量〉変化
遅 速

:需給不一致〔在庫純増キ0)

ここで，この定式化では，需給調整過程における価格の役割が決定的であるか

ら，これは「価格調整モデル」の一種である。また，それに「修正された」と

いう言葉を冠しているのは，価格変化の速度をゆっくりしたものと想定してい

ることによるが，それは必ずしも価格の「硬直性」を意味しない。また，先に

も述べたように，価格にはある程度の伸縮性があるが，このことは価格変化の

速度が早いということを必ずしも意味しない。需給調整メカニズムとの関わり

で言えば，需給調整は価格変化を通じて 1前に行なわれ亡いるが，その速度も有

限であるから，市場は常にクリアーされず需給不均衡が存在するのである的ヘ

6) I需給不均衡が存在するかどうかは，産出の調整速度と比較した価格の調整:速度に依存する.J
〈担岸【lG)p. 85)。
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こうして I固定価格」としヴ窓意的な仮定を含まず，また同時に市場不均衡

をも説明しうる定式化を得た。

(5)以上を通じて，バロー グロス?'/に代表される固定価格モデノレの需給

調整メカニスムの検討を行いBlそれに代替する調整メカニズムを導いた。

そこでは，価格変化と数量変化の速度に関しては，レイョ γ フーヴッドと|同

じ想定を行った。しかし，数量が(直接的には〕何に対して反応するのか， と

いう点では「数量調整セデノレ」と「価格調整モデル」との基本的な相違が確認

できる。次節では，われわれの想定する調整メカニズムを数学壬デルとして展

開する。

Ilモデ}~

(1)主ず，商品市場にお片る需給均衡条件は，総貯蓄をS，総投資を Iとお

くと，

S=I 

とかけるから，超過共給(在庫純増〉をJとおくと，

Jコ S-I

ここで， C， Y， Dをそれぞれ総消費，総供給，総需要とおけば，

J=(S+C)ー (I+C)

=Y-D (1) 

となる。また，総供給，総需要はそれぞれ価格水準Pの増加関数，減少関数で

あるから，

Yニ Y(P) Y'>臼 (2) 

7) K. Jアロー [2) (p.45) は，在庫変動(~需給不均商〉を考慮した場合には，価格の変化

正直はさらにゆっ〈りとしたものになると主張している。
8) 最近』スベンソン【19)，グリーン マジャムダー[6)などによって， 上記のような国定価
格モデルの同軍点の「解快」叫確率論的な方法によって行われてし4 。とれへの批判について
は，へイ [8)p. 225参照。

9) 総需要D の内の 部総投資Iは，ー舷的に利子率の減少関数とされるから， (3)式は，
θD >~ 3D 

D~D(P， T) 百子く0，~子くo / 
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D~D(P)" D'く0

と古注目る。
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(3) 

( 2)次に，価格調整メカニズムを設定しよう。最も単純なタイプの調整メカ

ニズムは，

dPc=P-P_，二 kJ (kは正定数〉 (4) 

なる7悼をとっている山。しかし，現実0)価格メカニズムには期待の果たす役割

が大きいから vイドヲ- (13J，月タイン(18J等の定式化

P-P-，二 (P'-P_，)-kJ (5) 

を利用する1130 ただし，ここで p'は今期の価格期待である。次に，価格の期待

は次のような適応型の方法で調整きれるものとしよう。

P"-pc_1=ε(P-，-P'-，) (6) 

すると， (6)式を (5)式に代入すれば，

P-P- ，~(l-，)(P'_ ， -P_ ，)-kJ (7) 

となる。ここで，右辺第項l主前期に既に与えられた先決変数であり，今期は

外生=定数項とみなせるから， (7)式は次のように書き直せる。

P-P-，=f(J) 1'<0 (8) 

この時， ε~l (すなわち P'=P-，) あるいは PC_t=P_lの場合(すなわち，前

期において期待価格が現実の価格に一致した場合〕以外は，f(O)キO となる。

これは，需給不均衡(Jキ0) の下でも P-P-，c=f(J)~O なる安定状態になり

うることを示しており， (4)式の定式化と異る点である。市場の調整メカニ

ズムにおいて期待が不均衡の一つの原因となることが確認できる問。

¥にするべきであるとの見解もありえよう。しかし，ここでそう Lなかったのは以下の理由によ
る。すなわら，①「抗言l的研冗は，利子の投資に対する膨響が無視しうる日ど小さいととを示し
たJ (グライン [IIJ邦訳 pp.244-245)こと』①E論的にもj とりわけケインジアンにおいて
は， r投資り利子非弾力性」が詰められていること，である。

10) たとえば，アりングハム[JJ pp. 120-123 
11) ただし，スタイン (18Jの方は，

D ln P=D ln p'+λWK-SIKl 
(Kは資本ストック，Dは徴ノオ演算子〕という定式化を行っている。ここではこれをやや修正し

た汗Jをと 3 亡いる。
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なお，以上のような「不均衡点での取引 (falsetrading) Jが実現されるとい
" 

うことは， タトマン(模索過程， tatonnement) が行われないということを意

味しない。価格の調整速度が緩慢であり，そのためにタトマンが中途半端に終

ると見るべきであろう。また，タトマンには必ず競売人が必要だという見解が

あるが，それはアロー [2Jによって早くから批判されている。すなわち，需

給不均衡の下では競争的市場においても，個々の企業は独占者の位置にあり，

右下りり佃別需要曲線に直而して，この曲線上の価格と販売阜の組み合わせの

なかで利潤を最大にするものを選択する。このような個々の企業の選訳的行動

が全体としてのタトマンを実現させるのであるo

(3)次に，貨幣市場の不均衡調整メカニズムを定式化しよう。貨幣市場の需

給均衡式は， M， r， 1，J， んをそれぞれ貨幣供給量，利子率，貨幣の取引需要町

貨幣の投機的需要とすると，流動性選好説により次のように書ける。

ji=Ll〈Y〉時的 L仰， ιFく0

だから，貨幣の超過供給をUとおくと，

U=41 Ll〔わ-L，的 L/>O，L，'<O (9) 

となる。利子率が貨幣残高の不均衡に反応するのか (1動学的流動性選好説J)，

債券市場の不均衡に反応するのか(，動学的貸付資金説J)は大きな論争となっ

ているが山，ここでは前者の立場をとる。したがって，

r-r_j=がめど<0 (10) 

とかける。 この場合も， (8)式と同じ論理によって，特殊な場合を除いて

が0)キOと想定L，貨幣市場の不均衡も完全にほグリアーされないものとする。

(4)以上のモデノレを整理すれば次の上うになる1へ

12) i期待」が不均衡の原因になることについては，たとえばベヲシイ [5)pp. 99-100審問ゅ

13) この論争については， クライン等 [12)参照。
14) 本モデルの一つの解釈は，商品市場における価格調整，貨幣市場における刺子率調整の動学モ

デルである。これは鴇田の検討した，商品市場における数量調整，貨幡市場における利子率調整
の動学毛デル(楠田 [22)補論A)と対応する。
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Y二 Y(P) Y'>口 (2) 

D=D(P) D'く0 (3) 

J=Y-D (1) 

p-p-，=f(J) 1'<0 ( 8) 

M 
Li>O， L/<O (9) Uニ pーL，(Y)-L，(r) 

γ r-，=g(U) g'くo (10) 

(2) (3) (1) (8)式においては未知数が 4個 (Y，D， J， P)であるから，

これらはこの 4式でまず決定される。そのあとで， (9) (10)式に止って r

とUが決定されるような関係になっている。とれは， このモデルが貨幣市場に

対する商品市場の優先性を仮定していることを示している。

今， (2) (3)式を考慮しながら(1)式の両辺をPで微分すると，

dJ 
=Y'-D'>O dP (1)' 

よって， (1)式はJとPが増加関数の関係にあることを示Lている。他方，

同様に(8)式の両辺をPで微分すると，

l=f'~! 
J dP 

ここで，1'<0だから

<
 

U
E
 となる。だから， (8)式は，PとJが減少関数の関係にあることを示してい

る。次に，貨幣市場に目を向けて， (10)式を考慮Lながら (9)式の両辺を

Pで全徴分し変形すれば，M>O， Li>O， L/<O， Y'>O， g'くOだから

( l';!， +L(Y') dU ¥ p2 --，-.LJl .1. 

dP ーニττ...'T_， '<0 (9 )' 

これは (9)'式右辺の諸変数が一定の時，UがPの減少関数であることを示

している。他方， (IO)式より，
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IL=zfくO
dU ' 

(10)' 

となる。これは rがUの減少関数であることを示しているi目。 以上の諸関係

をよ P，U， ，の 4変数に注目して図示すれば第 1閃のI弓にな品。名象限の

A 長が，諸変教の土品{由ーとなる。

第 1 図
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15) 上記のモデルが安定条件を満たしていることを示そう。いま，収束点の近傍で線Jfj近似を行え

ば，
Y=a+Fキp
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III 諾政策の短期的効果

前節で導出したモデノレには，雇用や資本設備量が含まれておらず，それらが

一定と仮定しうるような短期のモデルである。また，所得効呆も基本的に内生

化されていないという点からしても，ケインメ的短期Jよりも短いJt日間の不

均衡市場の取扱いにすぎないが，それ bの制約を認めたと-C.諸政策の効果を

検討しよう。

(1)供給曲線の右方シフトの効果

輸入原材料価格の下落，間接税の減税その他直接的な稼働率規制等は総企業

の供給曲線を右方にシフトさせる。ここでは，その曲線のつノフトがZだけ生じ

た時の効果を調べ上弓。ぞのためにまず. (2)式を

Y=Y(P)+Z Z>O (2)' 

と置きかえる。この時，モデル全体の諸変数をZで徴分したもののi直を見れば，

Zの諸変激への影響〔特にその方向〕をチェックできる。まず.(2)' ( 3) (1) 

式を(8)式に代入して両辺をZで全徴分すれば.f'くO.Y'>O.D'く0だから，

¥L，ヨ m十L1'*Y Lt'*>O CD 

L2=n+Lz'*r Lz'*<O @ 

g(U) ~1十E ホ U g'申<0 @ 
とおける。 ここで， 梓はその値かむ但東売におけるものであることを示しているo C、ま.(8)式
f;::， 0)，①j ①を代入し，変形すれば』

p • r""/~~，，，， i.ToIo'¥P-，=， c1:1'諜→〉1-f可F京工Y可 -，= 1-(可?事士TP寸

なる形の一階の非同次定差方程式が得られる。この式の安定長件はj

|下六持守可1<1
であるが，1'*く0，Y'*>O， D刈 <0より安定条件は満たされてし唱。 また. (0)式に， @， 

a ⑥を代入し 変形すわぽ

T でよ?っzT H (4f--m-Ll'*a-Ll咋 叩-n)
工手f!'*L戸-'- 1 - A
. " “十g'*Lz'ホ

止なる。三とで.P'は ⑦式に土って得られた価格の収東点であるm 右辺は定数と考えられる
から，この式¢安定条件は，

|耳古7"1<1
とこで，g'*<く0，Lz'*く0より上記安定条件も満たされている。
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dP f' 凡

dZ ---l-f'(Y'-DI)¥U  

また， (1)式については，

jZ=〈YF-B)喜+1

(lj) 

(12) 

dP 、 dJ
ここで (11)，Y'>O， D'<O。それゆえ (Y'-D')dZ <0だか G， dZくし

また， (12)式に (11)式を代入し，1'<0， Y'>O， D'<Oを考慮すれば，

dJ 、 n

dZ 1二戸π=万了/ U

したがって， kjf<1であるo 次に け)(ω 式をZで全徴分し， ω
式を代入して変形すれば，

dU 
(1'[ 

げ32+U十L1'f'町五九

百平g'L2ヴ江二戸π亡万)T>V

-g'σ菩 +L内 L/!'Dう
ー言。

(1十g'Lzつ{l-f'(Y'-Dつ}
( 2)'式の両辺をZで全微分すれば，

dγ 

亙Z

となる。他方，

l
 

+
 

F
E
 

d
-
d
 

y
 

一↑
Y
一z

d
一d

(13) 

dP 、 dY
ここで (11) および Y'>Oより， YFZZく0だか G dZくしまた， (13) 

式に (11)王立を代入して，1'く0，Y'>O， D'く0を考慮すれば，

dY l+f'D ¥ dJ¥A  

dZ =1三f'(Y'二万i)?1二f'(Y'二万)=ヨZ;?U

dJ /dY 
したがって， 0くすz<ョzく1である。 Dに対する効果については， (3)式

の両辺をZで微分し， (11)， 1'<0， D'<O， Y'>Oを考慮すれば，

dD f'D' 
ヨz=τ首長弓す>0

となる。以上より，供給曲線の右方V フトは，そのシフト幅以内の大きさで総

供給と在庫を拡大させるが，その隔は前者の方が大きい。他方， (11)式より
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物価は下落するから，総需要は拡大l.-，また貨幣賃金率が不変ならば実質賃金

率は上昇する。最後に，貨幣市場不均衡および利子率についてはその動向は決

定しがたい。これらの効呆は，第 1図において，曲線(1)'と(9)'のシフト

として示されている。この時，諸変数の位置はAからBへと動くが rおよび

Uの変動方向が (9)' 曲線のシフトの大きさによって決められる様子が観察で

きる'"'。

( 2)賃金上昇の効果

(2)式において短期総供給量が価格水準のみの関数としたのは，暗黙の内

に企業の限界費用曲線を不変と想定したからである。ところが，本項のように，

賃金が変化する場合には，総供給量が価格水準と賃金の相対価格で決定される

ように式の置きかえを次のように行う必要がある。すなわち，

Y=1'(長)ゎ。 ( 2)" 

この時， ( 8)式の両辺をWで全微分して変形すれば，

dP 
dW  '̂ 1 ~ 

l-fF1FYF十f'D'

-1'1'長
(14) 

次に，W/PをW で全微分し， (14)， P>O， W>O， l'く0，D'<O， Y'>Oを考慮

すれば，

d f W¥ 圭+lノ'D'-卦
[--'i.1 =一一一一「でアー一一一>0

dW¥PI 、 Jl-fF-wyr+FDF 
(15) 

すなわち，貨幣賃金率の上昇率は価格水準の上昇率よりも大きし実質賃金率

は上昇することがわかる。この関係を考慮しつつ (2)"式の両辺をWで微

分すると，

16) (9)'曲線が B，にシフトずるのは， 価格水準偲下にともなう M/Pの増大効果が L，の増
大効果を上まわる時であり，B，にシフトするのはその逆の場合である。
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dY ;，，， d f W¥ 
= -Y' ::.. [" ':.. Iどo

dW- • d再'，'P I 

したがって，総供給は縮小する。この時，Wは直接的にはYにしか作用しない

から，貨幣賃金上昇の効果ほ，実質賃金率への影響を除けば，全て前項の供給

曲線右方シフトの効果と逆になる。

(3)財政支出の効果

ここでほ，財政支出の拡大による需要胡線の右方シフトの効果を調べる。前

前項の供給曲線のシフトの時と同様の論理によって，今回は(3)式を次のよ

うに置きかえる。すなわち，

D=D(P)十G (3)' 

ここで， Gは需要曲線の右方シフトの幅である。まず， (8)式に (2)(3)' 

(1)式を代入し，両辺をGで全微分し変形すれば，f'<0， Y'>O， D'く口だか

0， 

dP -f' ¥A  

dG τ二f'(Y'-万す/V

主た， (1)式については，

(16) 

dJ ，..， ~"dP 2吉=(Y'ーD')百 一(17)

dP 
ここで， (16)， Y'>O， D'<口。それゆえ〔YF-DF〉zu>0だから，dG>-lo 
また， (17)式に(16)式を代入L.， f'く0，Yつ>0，D'く0を考慮すれば，

長 1-市出すく0

dJ 
したがって， o>zu>ー1である。次に， (9) (10)式の両辺をGで全微分L.，

(16)式を代入Lて変形すれば，

('[与一+Lt'Y')dU い l

dG一(1+g'L，つ{l-f'(Y'-D')汁}¥U

dゐY ピg'f'1曜主菩f+叫Lムl'Y"
， 、 f T 計一>0

dG (1+ピL，'){1-f'(Y' -D')} 
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となる。他方， (3 )'式の両辺をGで全徴分して変形すれば，

dD ~.dP 
~D' ";~ +1 

dC-~ dC 

dP '̂  H.. dD 
ここで， (16)および D'く0 より ， D'dG<Oだから，dG <10 

式に(16)式を代入して，/，く0，Y'>O， D'く0を考慮すれば，

dD 1-f'Y' 
{7'""-T'lo，，¥ >， .rf"'Tl T'¥f¥ - ~~>o dC-j三7てF工万')/1三7π三万写 dG 

dJ ，dD 
したがって 0<-'deくヨδ<1である。

(469) 63 

(18) 

また(18)

Yについては， (2 )式の両辺をGで微分L-， (16)， /'く0，Y'>O， D'<uを

考慮すれば，

となる。

dY -f'Y' 
二一一←ー一一一"，>0

dC 1-)¥Y'-Dノ

以上より， 財政支出の拡大は， その拡大幅以内の大雪さで総需要を拡大させ，

在庫を縮小させるが， その幅は泊者の方が大きい。他方， (16)式より物価は

上昇するから総供給は拡大し， また貨幣賃金率が不変ならば実質賃金率は下落

する。同時に，利子率は上昇し， 貨幣市場の超過供給は縮小する。この時の効

果は第 1図には示されていないが， (1)'曲線の右下方へのがフトと， ( 9)' 

曲線の R，方向への γ フトが生ビている。貨幣市場の 2変数の変動方向が供給

曲線シフトの場合と異って確定できるのは， この(1)'曲線のシフトの方向が

変わっていることによるo

(4) マネー・サプライの効果

前節で述べたように，われわれのモデルは投資の利子非弾力性」を仮定

している。しかし，他方で，バテインキン[16Jのいう総需要の実質残高効果

を考慮すれば，総需要関数は，

D~D(P， M) oD /n. n f_  oD D，!三 'ap<0， D，/=百万>0 ( 3)" 

正変形できる。木項の目的ばマネー・サプライの効果の検討にあるのであるか
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この(3)"式を (3)式に代えて利用する。

( 2) (3)" (1)式を(呂〉式に代入してMで全微分し変形すれば，

ら，

まず，

1'<0， Y'>O， DI<O， D'M>Oだから，

二三f!D"/
f伊当万>0

さらに P>O，g' く0，L2'<Oを考慮しつつ，

dP 
dM 

(1) (2) (3)" (10) ( 9) ま?こ，

について同様の計算をすれば，

dJ -DM' /'九

万M T工7ヲ'(Y'三工'i75¥リ

dY -f'D，/Y' ¥n  

dM一てイヲ(Y乙瓦す/ U

dD D，.j -f'DM'yl¥dY¥《

dM -l-f'(Y'-DI) ./ dM./v 

主 z
百 d寸 <0dM PO十J!'L./j

dU 、 n

dM一子百干Y五7)/'V 

また総マネー・サフライの増加は，物価水準を引き上げ，となる。すなわち，

総需要のよ首加額の方が総供給のそれより供給と総官接をともに増大させるが，

貨幣市場に対しては，利商品市場の超過供給は縮小する。他方，大きいため，

子率を引き下げるものの，貨幣D超過供給を拡犬させることがわかる。

本節で検討した諸結果を第 1表にまとめてお〈。

諸政策の効果

P U L， L， T D Y 

第 l表

J 
官一
P
一
十
十

'1 

ワ

? 

っ
十ワ

・
ワ
・
+

+ + 十

十

+ 

Z

W

G

M

 

γ 十

+ 
+ 

+ 
+ 

十

十
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IV 競争促進政策Eのポリシー・ミ γヲス

われわれのそデノレには短期的な市場の調整速度が内生化されているから，市

場のワーキ '/!fを促進する政策〔競争促進政策)の効果を分析できる。本節で

は"BiJ節の諸政策と同時に競争促進政策をとった場合の諾効果を調べる。

(1)商品市場における競争促進政策

商品市場における価格の調整速度は，われわれのそデルでは， (8)式の関

数fとして表現されている。ここで，競争促進政敏によって価格の調整速度を

早〈させる ζ とができれば， 1/'1は上昇「るが， /，<0であるから乙れはf'が

より小さくなることを意味する。 Lたがって，ここでは，前節の政策効果をf'

で微分した結果が正ならその政策効果は 7 イナスであり，逆にまた負ならその

政策効果はプラスであるというようにみるととができる。

a)供給曲線シフト時の効果

/，<0， g'ぐ0，Y'>O， D'<O， M>O， L.>O， L，く0 を考慮しつつ，前節(1)

の諸結果について，両辺を/'で微分すれば，1'の増減が諸変数への政策効果に

及ぼす影響(特にその方向)をチェックできる。すなわち可

手(喜)= {l ~T←一>0

手(42)={1ZFZDF)}2>o
d IdY¥ Y'¥《

df' ¥ dZ ，-{l-f'(Y'-Dつ}'/V

d I dD¥ 
(-~~ 1 (， nhl?<O d!'YdZ '-1戸アヴて万F芳一

_，{ Ivl I T nn¥ 

手(~;. ) = 日ι!?三二/…>0

d I dU¥ 一(菩十L1'Y') /^  

df' ¥ dZ } パ L ~'T ハ I 可一月刊、 "\U
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したがって，この時，商肝市場にお町る競争促進政策は物価のいっそうの安

定をもたらし，貨幣賃金率定とすれば実質賃金率はさらに上昇する。総生産

の拡大幅は縮小するものの，逆に総需要はさらに拡大L，商品市場の超過供給

は縮小する。また，貨幣市場においては，利子率の下落と超過供給の拡大がみ

られるc

b)賃金上昇時の効果

1'<0， Y'>O， D'<O， P>O， W>Oを考慮しつつ，前節 (2)の諸結果につい

て，両辺をFで微分すれば次のようになる。

dfdlW¥l Y'¥内
df'ldW¥p)J= Dun一一τ7← 一 一 ノu

L 、') PW{l-f' W Y'十f'D'}'

したがって，この時，実質賃金率の上昇幅は縮小する。これは，競争促進政

策によって賃金上昇が市場を通じて物価上昇により結びつきやすくなるからで

ある。他の諸変数への効果については，前節で述べたと同じ理由にもとづき，

a)の効果と逆方向になる。

c)政府支出拡大時の効果

l'く0，g'<O， Y'>O， D'<O， M>O， V>O， L，<O を考慮しつつ，前節 (3)

の結果について，両辺をl'で微分すれば次の土うになる。

長(嘉)

手(長)

尋問~)

手(祭)

F討hF<O

U -Y' 
{l-f'(Y'-D')}'¥ V  

F 元弘')}'く0

D' ¥A  

{)-f'(Y'-D')}" ~ 

_~{L{Y'+f'(Y'ーDワ~}
京(長)τT市守[市[雨7室。
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d I dU¥ L/Y.'+仰刀 D)35
可，，¥dG) =石平g'L2'){1-fぺY'-D伊 豆O

したがって，この時商品市場にお日る競争促進政策は物価のいっそうの上昇

をもたらし，貨幣賃金率一定とすれば実質賃金率はさらに低下する。総生産は

さらに拡大するものの，逆に総需要の拡大幅は縮小し，商品市場の超過供給の

縮小はやわらげられる。また，貨幣市場における利子率と不均衡の動向につい

ては確定できない。

d)マネー・サプライ拡大時の効果

1'<0， D，!<O， D，;>O， Yぐ>0を考慮しつつ，前節 (4)の結果について，両

iQをl'で微分すれば次のようになる。

手(詰)=ilfffffuy<0 
d i dJ ¥ _ -DM'(P-D，!) ( ;;;，，-，) 己く0可ヲ ¥dM/

d I dY ¥ -D，jy' 
万'¥dM)={l-fマY'-吉明τく¥U

4デ(器)=て芸黙らす>0
d I dr、d I dU¥ ~ 

可ヲ ¥dM) 可デ¥dM)-V 

したがって，この時，商品市場におげる競争促進政策は物価をいっそう上昇

させ，貨幣賃金率定とすれば突質賃金率はさらに低下する。また，総生産は

さらに拡大するものの，逆に総需要の拡大幅は縮小し，商品市場の超過供給の

縮小はやわらげられる。 Lかし，貨幣市場への諸効果には影響を及ぼさない。

(2)貨幣市場における競争促進政策

商品市場における競争促進政策の場合と同様に，ここでは， Iピlを上昇させ

た場合の効栄を調べるが，どく0であるから， Ig'lの上昇はどの減少である。

したがって， ιの日寺， i3iJ節の政策効果をどで微分した結果が正な bその政策効

果はマイフスであり，逆にまた負な bその政策効果はプラ只である。
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一Cf'-M-+L1'十L1'f'D勺

百干吉台)'{戸f'(Y亡万万言。若(告)

d (dU¥ ーん(1';;+U+L，仰つ

石T¥dZ ) =百平g'L，')'{l弓ヲ(子二万万言。

d~' (喜)=是(吾)=会(筈)=昔懐)=0
この時の貨幣市場にお吋る競争促進政策の 7 とUに対する効果し主こ由三って，

商品市場には何の影響も与えないというととがわかz。

(15)式には変数どが含まれていないから，貨幣市場の競争促進政策なお，

は賃金上昇時に，実質賃金動向の変更をもたらさない。また， くりかえし述べ

たよ弓に他の諸変数への効呆は供給曲線の右方シフトの場合の逆である。

は確定できない。また，

前節 (3)の諸結

b)政府支出拡大時の効果

f'<0， Y'>O， D'く0，M>O， L，'>O， L，'<Oを考慮しつつ，

果をどで微分すれば，次のようになる。

ぐ;?でご)町、，<0

f'k'C% +T，/1づ一
江てトg'L2予百二f'(Y'工万)T/V

五，(長)

五ァ(岩)

iL(13)=是(長)一語(寄)=是(完)=0
したがって，財政支出拡大時に貨幣市場の競争促進政策をとれば，貨幣巾場

に対する初期の効果(利子率上昇，超過供給縮小，投機需要減)を強める。 し

商品市場には何の影響も与えない。

c) マネ ・サプフイ拡大時の効果

由、 L，
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第 2表競争促進政策の効果

P w 
F 

J Y D γ L， L， U 

[1'[ + + + 十。。。。 O 。 O ワ 。
[1' 1 + + + + + 
[g'[ 。。。。。 ワ O 。。
[1' [ + + 十 ワ 十

。。
|ピl o O 。 O O + o 

[f'! + + 十 o 十 。 o 
[g'[ O 。 O O O 。十

1'<0， g'<O， Yう 0，D'<O， P>O， L2'<Oを考慮しつつ，前節 (4)の結果

について，どで徴分すれば，次のようになる O

d I dr¥ [ ~:Æ 1一 >0dg' ¥ dM) 子百平正否万一

d IdU 、 L/( ~;:If J Di1 I L.J;7 ，，? >0 石川 dM)ー?守干Y五')2 

d I dP¥ d I dJ¥ d IdY¥ d I dD¥ 【

石7¥dM)=夜7¥d耐=石ア¥d副=石7¥dM )=U 

したがって""ネー・サプライ拡大時に貨幣市場の競争促進政策をとった時

も，貨幣市場に対する初期の効果(利子率下落，投機需要増)を強める。しか

し，この場合も商品市場には何の影響も与えない。

本節で検討した諸結果をまとめると，第2表のようになる。

V 結びにかえて

ハ同一一グロスマンの不均衡モデノレは r固定価格」の下で，商品市場にお

ける数量が需給量のより小さな方にスムースに調整されるとするものであった。

そLて，そこには調整される前と調整された後の分析しか存在せず，調整され

る過程そのものの定式化や分析ほ存在しない。これに対して，本稿では，価格
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調整の想定をするとともに，その価格白調整速度を有|技とすることによって，
府

不均衡の絶えさる存在を理論的に跡づけた。また，その不均衡の幅自体が諸政

策の下でどのように変化するかも，こうした方法をもってはじめて検討できた。

とりわけ，競争促進政策の分析はわれわれのモデノレのメリットの一つである。

最後に， もう一度われわれの検討結果である第l表と第2表にもどって，そ

の政策的合意をケインジアンのそれと比較してみよう o ケインジアンが7 ネタ

リλ トや合理的期待派との論争の中で主張したことは，総需要管理政策は少な

くとも短期においては有効だということであった。このことは，われわれの第

1表においても確認できる。しかし，第 1表に見るとおり，需要管理政策のみ

ならず，供給サイドの政策も短期的に有効な政策である。特に，需要管理政策

がインフレ助長的であるのに対して，供給サイドの政策が物価引き下げの効果

を持つことを見れば，ケイ Y ジアンの 面性は明らかである。サプライ・サイ

ド・エコノミックスの最近の台頭の一因も，ケインジアンのこうした弱点をつ

くものであったと筆者は考える。

また，われわれの政策目標は種々あるとは言え，国民全体の実際の(フロー

の)福祉の享受は，在庫増を除〈国民総支出=総需要であるから，この変数に

注目して第2表を見れば，極めて興味あることがわかる。すなわち，第2表に

おいて，市場がより競争的な時に総需要Dが大きくなっているのは，供給曲線

の右方シフトの場合だけなのである。したがって，より競争的な市場において

は，供給政策の効果は大きいが，需要管理政策の効果は小さし逆に競争的で

ない市場ほど需要管理政策の効果が大きいことになる。サプライ・サイターが

「自由な競争」を説く一方 C，ケインジアンが競争促進政策に比較的消極的で

ある川のも，以上のような背景があるのかも知れなし"目。いずれにせよ，諸政

策。有効性をめぐる論争は，市場の想定と切り離世ない関係にある。このこと

17) たとえば， ]. p ピンソン [17Jは次のように述べている。 r大規模産業の節約がみられる場合
には 競争のもとで詰資源の最滴な配叶が津成されないのである.JC邦訳 p.404)。

18) ケインズ理論が寡占体制の確立とともに支画面的になっていったことも，上記の文脈からE解で
きる。
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を再確認して稿を閉じたい。 (1983年 9月3日脱稿〕

【参考文献】

じ1J M. Allingham， Equilibrium.and Disequilibrium， 1973 

[ 2 J K.]. Arrow，“ Toward a Theory of Price Adjustment七 The Allocation oj 

Economic ResQ!げ ces，ed. M. Abramovitz and others; 1959 

(3 J R.]. Barro and H. 1. Groasman， "A General Disequilibrium Model of In. 

come and Employment "， Ame門 canEcono叩 cReview， vo1. 51， N6. 1， 1971， 丹ト

羽昇訳，所得と雇用の一般不均衡モデル，花輪俊哉Et修 (21]所収，昭和55年。

( 4 J R. J. Barro and H. 1. Grossman， Money， Emploヒymentand lnfiαtion， 1976，加

藤寛孝，大住栄治訳「貨幣・雇用およびインフレー νョン」昭和57年。

(5) J. P. Benassy， The Economics 01 Market Disequilib門 um，1982 

C 6 J J. R. Green and M. Majumdar，“ The Nature of Stochastie Equilibrium "， 

Econometrica， No. 43， 1975 

C 7 J H. 1. Grossman，“ Money， Interest， and Prices in Market Disequilibrium "， 

Journal 01 Political Econo出 y，vo1. 79， 1971，丹羽昇訳，市場不均衡にお日る貨幣，

利子お上び価格，花輪俊哉監修 [21]所収，昭和田年。

C 8 J J D. Hey， Economics in D同equilibrium，1981. 

(9] J R. Hicb， C吋italand Croωth， 1965，安井琢磨，福岡正夫訳 i資本と成長」

昭和45年。

(10] J. R. Hick陀“ Mr.Keynes and the ‘Classicals' "， Econometrica， 1937 

〔白11口] L. R. K阻ζGei叩n，The Keりyn

ンズ草命」昭和4岨口年。

C12J L R. Klp.in; W. Fp.llner; H. M. Somers; and K. Brunner， <<Stock and Flow 

Analysis "， Ec町 omet門 ca，No. 18， 1日so

【13J D. Laidler，“ The Currem Inflation "， After Keynes， ed. J. Robinson， 1973 

C14J A. Leijonhufvud. On Keynesian Economics and thc Economics 0/ Key叫ん

1966，日本銀むケインズ研究会訳「ケインジアンの経済学とケインズの経済学J昭

和国年。

[15) T. Negishi， Microeconomic Foundations of Keynesian MacroecOl町叫cs，1979 

[16コD.Patinkin. Price F1exibility and Fll日 Employment，American Economic 

Review， vol. 38， No. 4， 1948 

C17J J. Robinson， Economics 0/ lmperfect Competition， 1965， 加藤泰男訳「不完全

競争の経済学」昭和31年。

(18) J. L. Stein， Money and Caρital Gro叫 h目 1971.佐藤隆三訳「マネタリズムとケイ



72 (478) 第 133巻第6号

ンジアン理論の統合」昭和56年。

(19) L. E. O. Sven田 on，“ Ei'fectiveDemand and Stochastic Rationing JJ， Review 01 

Econo:川 icStudies， vo1. 47， No. 2， 1980 

(20J J. Tobin， Asset Accumulation and Economic Activity， 1980， 浜田宏 ，薮下

史郎訳「マクロ経済学の再検討」昭和田年。

[21] 花輪俊哉， ケインズ経済学の再評価をめぐッて，同氏監修「ケインズ経済学の再

評価」昭和田年。

[22] 鴇田忠彦「マクロ・ダイナミックス」昭和51年。

["3] 子沢弘文「近代経済学の再検討」昭和田年。


